
2019年2月28日 

電気電子部会 



アジェンダ 
 
・ 市場（TV、システムオーディオ）、生産（マナウス経済特区）動向アップデート 
 
• 会員企業景況感調査結果報告 
 
• Zona Franca Manaus (マナウス経済特区）オペレーションについて 

 
• 商工会議所、ブラジル政府、日本政府への要望 

 
 
 



液晶TV、オーディオシステム販売台数（小売）の推移  

• テレビ・オーディオ共に2017年より回復基調に転ずる 
• 2018年のテレビ市場はワールドカップによる特需がありその後、市場在庫調整 
• オーディオシステム市場は2018年ワールドカップ後より市場回復 
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LCD-TV 販売台数（小売）推移

１２ヵ月移動累計

前年比（単月）
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オーディオ・システム 販売台数（小売）推移

１２ヵ月移動累計

前年比（単月）

（千台） Gfk data 



主要家電製品 マナウス生産数量推移   

• ほぼすべてのカテゴリーで回復基調、対前年超え 
• 2018年の電子レンジは2017年からの市場在庫調整 
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マナウス地域における生産数量の推移（対前年比）

2015

2016

2017

2018 (Jan-Nov)



改善 維持 悪化 合計 

18年下期 
展望 

10 5 1 16 

(%) 63% 31% 6% 100% 

改善 維持 悪化 合計 

18年 
回顧 

8 6 0 14 

(%) 57% 43% 0% 100% 

2018年回顧と2019年展望 会員アンケート結果  

8月時点の 
2018年展望 

今回の 
アンケート 
結果 

「維持」を対前年比１００～１０９％として分類 

電気電子部会各社の販売動向（対前年）   

改善 維持 悪化 合計 

19年 
展望 

9 5 0 14 

(%) 64% 36% 0% 100% 



＜サマリー＞ 
 
・ 18年回顧は、トラックストライキ、レアル安、大統領選により需要回復は 
  停滞するも、主に自社努力により、アンケート回答企業すべてが 
  対前年比売上プラス成長を達成 
 
 
・ 19年展望は、新政権の経済政策および緩やかな需要回復期待から 
  アンケート回答企業すべてが18年比売上プラス成長を見込む 
 
 
・ 売上プラス成長を継続維持するために、各社とも販売施策をより強化 
 
 
・ 一方で、重要改革政策の遂行能力、金利および為替動向等のリスク 
  に備えるため、各社とも事業体質や資産管理の強化には引き続き注力 
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マナウスフリーゾーン（ZFM）について 
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ZFMの制定の目的は、地域開発と国家保安の確立 

1967年2月28日付大統領令288号にてマナウス・フリーゾーンの設定を発令 
2014年の憲法改定法でさらに50年延長され、税制恩典は2073年までとなる。 

進出企業数 ４０６ 
うち日本企業 ３２ 
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野口総領事 マナウス地区会員企業訪問 
2019年2月21日（木） 

Panasonic Brasil社 Manaus工場 Sony Brasil社 Manaus工場 
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マナウス地域の税制恩典 

 
• 法人税    25％減免 
 
• 工業製品税（IPI)  100％免除 
 
• ICMS    55％～100％減免 
 
• 輸入関税（原材料）  88％減免 
 
• PIS/COFINS   3.65%まで減免 
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マナウス経済特区における生産高・業種別比率・従業員数・輸入/輸入高 

Nominal revenue % Participation per setor 

Job positions  

CY18 ~ 87,5k/Month 

Imp. X Exp. CY18:  U$ 7.6 Bn X 0,44 Bn 

電気機器 

IT機器 

二輪 

化学 
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マナウスフリーゾーンの課題 
 

• 年々厳しくなる現地調達ルール 
• 現地サプライヤーが僅少。現地調達品は輸入品と比較して高価かつ低品質。 

  結果として税制恩典の一部を相殺してしまっている 

   

 
• 現状のサプライチェーンにそぐわない現地組立ルール 

• 現状のサプライチェーンでは、部品サプライヤーがモジュール化したのものを 

 （複数部品を組み立てしブロック化したもの）セットメーカーに納入するのが一般的 

• マナウスフリーゾーンでは、モジュールではなく最小単位レベルでの部品毎の 

  現地購買及び組立がマストで結果としてサプライチェーンが煩雑になり、高コスト化を招いている 

 

 
• 税制恩典の不安定さ 

• 度重なる制度変更（税収アップを目的とした変更）によりオペレーションが 

  不安定かつ複雑で先が読みにいく。 

 



商工会議所、ブラジル政府、日本政府への要望 

 
  日本・メルコスールEPA締結推進（特に欧メルコスールEPAに劣後しないこと） 
 
 
  官民一体となった新政権との関係構築 
 ⇒中国によるアグレッシブな攻勢 
 ⇒商工会議所を通じたAll Japan連携（五輪と連携した日本の技術展、 
 日本の省エネ技術紹介セミナーなど） 
 
 
  マナウスの税制恩典ルールの適正かつ公平な適用 



ご静聴、ありがとうございました。  


